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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本論文は、市民と行政体からなる都市組織において、公的情報の活用が望まれる３つのテーマを対
象とした活用事例の提案・検討を行い、それらを基とした今後の情報活用の方向性を示したものであ
り、６つの章で構成されている。論文中では、市民の共有資産として自由な利用が望まれる行政体が
内部に保有する情報と、情報の共有により都市機能の活性化が見込まれる個人や私企業が持つ情報を
公的情報と定義し取り扱う。 
第１章では、情報技術と情報利用の現状や市民意識の変化をふまえ、情報活用の必要性について述
べるとともに、論文内で用いる公的情報について整理し、各章の構成を示した。 
第２章では、行政が紙ベースで蓄積してきた情報のデジタルデータ化に即した再活用について検討
した。地方自治体の調査・研究報告書を対象とし、データマイニング手法を利用した行政指標抽出を
提案し、キーワード出現頻度分析を通して電子化による公的情報の活用可能性を示した。また、行政
職員によるデータ化作業の試行と職員アンケート調査データをもとに、データ化作業の効果を確認し
た。 
第３章では、オープンアクセスな公開情報の利用を考慮し、街中で簡便に情報入手が可能となる、
地点ベース情報システムについて提案した。ナビゲーションの前提となる位置特定を想定し、住居プ
レートや電柱番号などの位置特定基盤を現地トリガーとしたシステムの必要性を交通工学分野にお
ける徒歩移動と関連して整理し、位置特定基盤の分布状況実地調査の結果より、即地・即時的情報シ
ステムの実現可能性について明らかにした。 
第４章では、２章３章の結果に加え、行政の情報公開の現状整理と情報公開担当者へのヒアリング
調査結果より、行政・市民間の情報ギャップ解消を志向した情報システムとして公的営造物トレーサ
ビリティシステム（営造物 TS）を提案した。営造物 TSは、既存の整備された営造物に現地トリガー
として QRコード付き表示板を貼付し、携帯電話を用いて行政が持つ関連データベースにアクセス可
能なシステムであり、市民の疑問に即時に答えることが可能である。行政が保持する情報ソースを基
とし、他分野におけるシステム検証と公的情報として提供すべき情報の整理を加え、営造物 TS にお
いて提供する情報の範囲・形態を定め、システムのプロトタイプを作成した。 
第５章では、４章で作成したプロトタイプを用いた試用実験の結果ならびに携帯電話を用いた街中
関心事調査データより、官民間の情報システムを検証するとともに市民の日常生活における情報ニー
ズについて明らかにし、市民意識向上や信頼感醸成に関する公的営造物トレーサビリティ・システム
の有効性・必要性を確認した。 
第６章は結論であり、本論文で得られた成果をとりまとめ、今後の公的情報のあり方を示し、その
実現に向けた課題について述べた。 
 
 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、財政縮小下での「新しい公共」などの社会動向や、土木計画学分野で近年盛んに研究が
進められている官民連携ならびに地域コミュニティの再生・活性化を背景として、都市政府組織（行
政）や市民組織などが保有している知的資産・情報（公的情報）を有効活用するための仕組み・手法
について、情報技術の応用の観点から提案することを目的としている。 
論文では、まず、社会情勢変化や情報技術進展に伴う市民意識の変化動向を踏まえて、知的資産・
情報の活用方向を論じた後に、３つの側面から具体的な活用方策を提案・検討している。一つ目は、
紙ベース報告書として行政体内に蓄積されている調査・研究成果の再活用におけるデータマイニング
手法の利用方法の提案である。地方公共団体の部局と連携して適用した結果を踏まえ、その有用性と
展開へ向けての課題を明らかにしている。二つ目は、コミュニティ活性化をねらいとした地域住民に
よる街情報発信を可能とする街中ナビゲーションシステムを題材として、市民が随時かつ簡便に情報
を取得するための地点ベース情報閲覧システムの実現可能性を実態調査結果から明らかにしている。
そして、前２者で提案した情報技術活用策を発展的に統合して、第 3の応用例である営造物トレーサ
ビリティ・システムを提案し、それが、官民間の信頼感醸成に資するために求められる情報範囲・形
態の要件について、一般市民を被験者として実施した実験結果を分析して、具体的に検討した結果を
まとめている。これらの提案・検討は、それぞれが情報技術の都市組織における具体適用例であると
ともに、今後の情報活用・公開のあり方に関する学術的議論の礎を提供するものともなっている。 
以上のように本論文は、市民と行政とから成る都市組織が発展・成熟するために不可欠な情報活
用・流通について、実践・実態調査・実験を踏まえて提案と評価を行ったものであり、社会的意義が
大きく、学術的には極めて挑戦的・萌芽的な研究と評価できる。研究構想のオリジナリティが高く、
研究手法は堅実である。よって、本論文の著者は、博士（工学）の学位を受ける資格を有するものと
認める。 
 
（以上） 
